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2020年８月31日 

各 位    

 会 社 名  株 式 会 社 ヒ ノ キ ヤ グ ル ー プ 

 代表者名  代 表 取 締 役 社 長 近 藤  昭 

 （コード番号：1413 東証第一部） 

 問合せ先  取締役総合企画部長 島田 幸雄 

   電話番号（03）5224-5121 

 

連結子会社における一部事業譲渡に関するお知らせ 

 

 

本日、当社の連結子会社であるライフサポート株式会社（以下、「ライフサポート」といいます。）は、介護

事業の一部を株式会社ソラスト（以下、「ソラスト」といいます。）へ譲渡することとなりましたのでお知らせ

いたします。 

なお、本件は東京証券取引所の適時開示基準に該当しないため、開示事項・内容を一部省略しております。 

 

記 

 

１．事業譲渡の理由 

当社の連結子会社であるライフサポートは介護、保育事業を展開しており、介護事業は介護付有料老

人ホームをメインに東京都及び埼玉県で６カ所の介護関連施設を運営しており、保育事業は東京都内に

53カ所の保育施設（認可・認証保育所、学童クラブ等）を運営しております。 

昨今、介護サービス市場の事業環境は、総量規制もあり特定施設の新規開設による事業拡大が難しい

状況にあり、今後も引続き厳しい事業環境が継続するものと見込んでおります。 

このような事業環境を踏まえ、事業の選択と集中の観点から同社の今後の事業展開について慎重に検

討した結果、昨今の待機児童問題等により保育施設の開設ニーズは高く、今後も新規開設による事業拡

大が見込める保育事業に経営資源を集中すべきと判断し、ソラストへ介護付有料老人ホーム４施設「悠

楽里えどがわ」、「悠楽里えどがわグリーンパーク」、「悠楽里おおみや」、「悠楽里さいたま中央」及び

「悠楽里さいたま中央」に併設するデイサービスに係る事業（以下、「対象事業」といいます。）を譲渡

することといたしました。 

譲渡先をソラストが適切であると判断した理由としまして、医療事務・介護・保育事業を展開し、介護

事業では、訪問介護、デイサービス及び居宅介護支援の３サービスを中心とした在宅ケアセンターとその

周辺に居住系のサービスを充実させたトータルケアという理念に基づき、全国480事業所以上を運営する

事業基盤の安定した企業であり、支障なく運営が引き継がれ、現在入居されている当該施設のご利用者に

も影響なく十分にサービスを享受いただけること、さらに、対象事業の近隣エリアでも事業展開している

ことからシナジー効果も見込まれ、対象事業のより安定した事業成長が可能になるものと判断いたしまし

た。当社は今後もグループの事業ポートフォリオにおいて、確実な利益成長を達成できる事業領域に集中

的に資源を投入し、持続的な成長を図ってまいります。 

 

２．当該連結子会社の概要 

(1) 名称 ライフサポート株式会社 

(2) 所在地 東京都渋谷区千駄ヶ谷５-34-７NEX新宿ビル３F 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 西﨑 修治 

(4) 事業内容 介護施設、保育園の運営等 
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３．事業譲渡の概要 

（1）当該事業の内容 

介護付有料老人ホームの運営、デイサービスの提供 

 

（2）当該事業の直前事業年度における売上高 

2019年 12月期 当該事業 全体（連結） 

売上高 1,056百万円 117,687百万円 

 

（3）譲渡価額及び決済方法 

譲渡価格については、守秘義務契約により公表を差し控えさせていただきます。 

 

４．譲渡先の概要 

(1) 名称 株式会社ソラスト 

(2) 所在地 東京都港区港南一丁目７番18号 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 ＣＥＯ  藤河 芳一 

(4) 事業内容 医療関連受託事業及び介護・保育事業 

(5) 資本金 583百万円 

(6) 設立年月日 1968年10月 

(7) 純資産 16,770百万円（2020年3月期（連結）） 

(8) 総資産 57,703百万円（2020年3月期（連結）） 

(9) 大株主及び議決権比率 大東建託株式会社 33.72％ 

 東邦ホールディングス株式会社 10.29％ 

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5.95％ 

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 5.62％ 

 
J.P. MORGAN BANK LUXEMBOURG S.A. 381572 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行） 
3.82％ 

(10) 上場会社と当該会社の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 取引関係はありません。 

関連当事者の該当状況 該当事項はありません。 

 

 

５．日程 

譲渡実行日 2020年 12月１日（予定） 

 

６．今後の見通し 

本件事業譲渡に伴う当社の連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以 上 

 


